
障害程度区分認定の仕組み  

区分3  

区分4  

区分5  

区分6   

8  





く垂）  

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）  

②「特別対策」による負担軽減（①の限度額を1／4に軽減。平成20年度まで。）  
③今回の緊急措置  （②の限度額を更に軽減。平成21年度以降も実質的に継続。）  

③   

＜緊急措置＞   

①  

＜介護保険並び＞   

②  

＜特別対策＞   

一般  

37．200円  
一般  

37．200円  

一般（※）  

（所得割16万円未満）   

9，300円  

一般（※）  

（所得割16万円未満）   

9．300円  

低所得1（※）   

3J50円  
低所得1（※）  

1．500円  

生活保護   

旦巴  

生活保護   

功巴  

所得段階区分の個人（基本）単位化  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

・（1）一般：市町村民税課税世帯 l  

：（2）低所得2：市町村民税非課税世帯（（3）を除く）  
t  

：（3）低所得1：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人（障害児の場合はその保護者）の年収が80万円以下の方  
I   

し 
！禦軍牢要理車？ 

．．＿＿．＿．＿．＿．…．＿．＿．＿．■…．●．…．＿…＿．……………．＿…………．＿． 



③  

＜緊急措置＞   

②  

＜特別対策＞  

一般  

37．200円   

一般（※）  

（所得割28万円未満）   

4．600円  

低所得1（※）  

1．500円  

生活保護   

旦巴  

生活保護   

旦巴  

－（1）一般：市町村民税課税世帯  
l  

：（2）低所得2：市町村民税非課税世帯（（3）を除く）  

：（3）低所得1：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人（障害児の場合はその保護者）の年収が80万円以下の方  

！祭）軍襲撃貨車り11   
＿…＿………………………………………．…   

l ・（4）生活保護：生活保護世帯  



平均的な利用者負担率（平成20年虔：緊急措置実施後）  

○ 障害者自立支援法の利用者負担は、最大1割であるが 、  

緊急措置後の平均的な利用者負担率は、概ね3％程度となっている。  

居宅サービス  平均約2％  （約18万人）  

通所サービス  平均約1％  （約18万人）  

入所サービス  平均約5％  （約14万人）  

計（全体）  平均約3％  

※ 平成20年度予算〔緊急措置（20年7月施行）〕ベースを満年度したもの。  

12   
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障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊急措置  

〔 

の置かれて 

「特別対策」で造成した基金の活用を含め満年度ベースで310億円 ＊  

〕  

成20年度予算案】  130億円  

利用者負担の見直し（20年7月～）  70億円  
（満年度ベースで100億円）＊  

・低所得世帯を中心とした利用者負担の軽減【障害者・障害児】   

負担上限月額を現行の半額程度に引下げ  
・軽減対象となる課税世帯の範囲の拡大【障害児】   

年収約600万円未満 → 約890万円未満（3人世帯の場合）  
・個人単位を基本とした所得段階区分への見直し【障害者】  

の経営基盤の強化（20年4月～  30億円  
（「特別対策」の基金の活用を含め180億円）  

F通所サービスに係る単価の引上げ  
・入所サービスにおける入院・外泊時支援の拡充 等  
・ほかに基金事業の活用（150億円）  

〔≡ 就 
労継続、重度障害者への対応（ケアホーム等）、児童デイサービス、相談支援等の事業、諸物価の高騰等への対応  
こついて支援措置を実施  

卦 グループホーム等の整備促進（20年度～  
・グループホーム等の施設整備に対する助成  

30億円＊  
14   
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暮  
l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

l  

【概   要】  

○ 障害者の「働く場」に対する発注率牽前年度より増加させた企業につ   

いて、企業が有する務師償却軍産㊥割増償却を認める。（法人椀等の軽減）  
‾  

減価儀画賛直配事蓑た億葡き元モー塙毛面河汚二商事棄年産を育む邁妄き重要有産恵耐た面編もぁが                                                                                                                                                                                               l  l‾‾‾‾‾ I■ l  

；対象。（例：建物・冷暖房設備、照明設備、機械、車両、備品など「1年以上の長期保有資産」※詳細は別紙）： l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿－－＿一一－■－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－  

【割増償却額】  

○  割増しして償却される限度額は垂重度かち㊥嚢漣増加額（※）   

→ 前年度に発注が無い場合は、当該年度の「発注額」がそのまま「発注増加額」となる。  
l－－－－－－－－－一－－－一－－－－－一一－－－－－－－－－－一一－－－－－一－－－－－一一－－－－－－－－－一－－一t－－－－－－－－－－－－－一一－－－一一－－－一－－－－－－－一－－－■－■■■■■－■一－－■■■●－■■■－‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾  

；（※）ただし、対象となる固定資産の普通償却限度額の30％を限度する。 －－－■■●｝－－■■■●■■■■■－■■－■■－■一■■■■■■■■■■■一■－●■■■■■■－－■■■■－■－■■一■■■－－■■■■－■■－■－■■－一■－■■■－－－－－－■－■－－－－－－－－■－■－－－－－■－■－■－■●一一－－－－－一－－－■－●■一一■－－－－一－－■■－■■■■■■■－■●一一一●■■■■一－－－1■■■  
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【対象となる発注先】  ※税制優遇の対象となる障害者の「働く場」く予定）  

一就労移行支援事業所・就労継続支援事業所（A型・B型） ■生活介護事業所  
・障害者支援施設（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う施設）・地域活動支援センター  
・旧授産施設（身体■知的・精神） ■旧福祉工場（身体・知的・精神）  

・障害者雇用促進法の特例子会社」重度障害者多数雇用事業所  
1
－
 

一  



」嘩害者の「働く場」への発注促進税制（イメージ）   




